
都道府県名 ○○県 変更：　　　年　　　月　　　日

１　産地スマート計画・スマート技術高度利用計画の概要

（１）取組内容

ア　産地スマート計画

イ　スマート技術高度利用計画計画

（２）成果目標の達成状況

ア　産地スマート計画

イ　スマート技術高度利用計画

（注１）成果目標①について、生産量・販売額・栽培面積のいずれかから算出する要素を選択すること。

（注２）単位欄には、実施要領別記１－２別表３で選択した成果目標の達成度合いを図るための指標（例：面積、販売額）とその単位（ha、円）を記載すること。

（注３）成果目標②の成果目標欄については、実施要領別記１－２別表３のうち選択した成果目標を記載すること。

（注４）実施要領別記１－２の第17により価格補正を行う場合は「地域(県又は国を含む)の価格(販売単価)」、「補正計数」、「価格補正後の実績」欄に記載すること。

（注５）目標の実現可能性欄には目標設定以前の過去数年の数値、現状値の設定の考え方、目標値の実現可能性を記入すること。

（注６）計画申請時においては、太枠内は空欄とすることとし、実績報告時は太枠のうち完了年月日を記入、評価報告時はすべての項目を記入すること。

（注７）「都道府県の評価」欄については、事後評価時に使用するものとし、①産地の現状、課題・問題点、②本事業の取組や産地独自の取組による効果や成果目標の達成状況、③実績等が現状を上回る又は下回る場合の具体的な要因、④達成状況が低調な場合における具体的な指導内容等を記載すること。

（注８）成果目標（現状、目標、実績）の算出根拠となる資料（データ等）を添付すること。

…… …

スマート技術体系への包括的転換加速化総合対策事業

都道府県事業計画書

（都道府県事業実施状況報告書兼評価報告書）

現状値 目標値 実績

№
市町村

名

２ ■市

№ 地区名 取組主体名 事業実施年度 目標年度

  成果目標①：労働生産性の向上

単位 単位 単位 単位

…

現状値 目標値

年度

生産量・
販売額・
栽培面積

労働時間

年度

生産量・
販売額・
栽培面積

労働時間

年度

生産量・
販売額・
栽培面積

労働時間

単位 単位 令和８年度 令和12年度

労働生産性 労働生産性 労働生産性

事業実施地区におけ
る単収を直近７年中
５年間の平均の値と
比べて２％以上向上

ｈ 令和10年度 393,750 ㎏１ ×地区
農水地域農業再生

協議会
令和８～10年

度
令和12年度 令和８年度 331,000 ㎏ 13,000

…

13,200 ｈ

… … … … …

25.5㎏／h

…

29.8㎏／h

２ ▲地区
■市地域農業再生

協議会
令和８～10年

度
令和12年度 … … … …

３ ■地区
☆市地域農業再生

協議会
令和８年度 令和10年度 … … … …

h 令和10年度 100,000 ha 3,500 h

… … … … … ………… …

№ 地区名 取組主体名 事業実施年度 目標年度

  成果目標①：労働生産性の向上

単位 単位 単位 単位 単位

現状値 目標値 実績

年度

生産量・
販売額・
栽培面積

労働時間

年度

生産量・
販売額・
栽培面積

労働時間

年度

生産量・
販売額・
栽培面積

単位

… … …

4,000１ ×地区 生産　太郎 令和８年度 令和10年度 令和８年度 100,000 ㎏

２ ☆地区 技術　花子 令和８年度 令和10年度 …

完了
年月日成果目標

実績

○年度

５ha 15ha

現状値 目標値

令和８年度 令和10年度

515㎏／10a 531㎏／10a

事後評価の検証方法

成果目標②

完了
年月日成果目標

実績

○年度

… … …… … …… …

… ……

都道府県の評価

… …

達成率（％） 地域協議会等の評価

出荷伝票により検証する。

現状値はＲ７年度の数値とする。Ｒ７
年度はの作況指数は○であり、過去３
年間と比較してほぼ同等の値であった
ことから、現状値として妥当と判断す

る。
本事業で自動化農機を活用することに
より○％の省力化（労働生産性の向
上）が見込まれる。さらに、自動化農
機により均一な作業精度になること、
適切な栽培管理を行うことにより、
○％の単収向上が見込まれることか
ら、目標の実現可能性は高い。

地域（県又は国を含む）
の価格（販売単価）

補正係数
価格補正後の

実績
目標の実現可能性

…

取組主体の評価 都道府県の評価事後評価の検証方法 目標の実現可能性 達成率（％）

出荷伝票により検証する。

現状値はＲ７年度の数値とする。Ｒ７
年度はの作況指数は○であり、過去３
年間と比較してほぼ同等の値であった
ことから、現状値として妥当と判断す

る。
本事業で自動化農機を活用することに
より○％の省力化（労働生産性の向
上）が見込まれる。加えて、現在導入
している高温耐性品種の面積を、適切
な栽培管理の下、計画的に導入するこ
とから、目標の実現可能性は高い。

… …

№
市町村

名

20

5

生産　太郎

技術　花子

地域（県又は国を含む）
の価格（販売単価）

補正係数
価格補正後の

実績

人

ha

ha

１ △△市

３ ☆市

□地区☆市２

20 ha

地区名 地域協議会名 品目

×地区
農水地域農業再生

協議会

ha

ha 令和10年度

地区名

×地区

取組主体名 面積

▲地区
■市地域農業再生

協議会

水稲

水稲

露地野菜 10 人
令和８～10年

度
令和12年度 …

１ △△市

施設野菜

品目 目標年度

…

令和10年度 … …◆地区
☆市地域農業再生

協議会
施設花き 5 ha 20 人

3

2

人

ha 人

面積 農業者数 事業実施年度 目標年度

事業内容

備考機械導入
（導入・リース導入する機械の能力、台数等）

栽培体系の転換

65 ha 16 人
令和８～10年

度
令和12年度

自動化農機（自動操舵トラクター、収量センサ付きコンバイン、自動操舵装
置（トラクターへの装着　等）

畦畔除去によるほ場の大区画化や均平化を行うことにより、自動
操舵トラクターや収量センサ付きコンバイン等の自動化農機の作

業効率を向上させ、労働生産性の向上を図る。

農業者数

令和８年度

28.6㎏／h

労働時間

（２）➅事業実施地
区における高温耐性
品種の作付け割合を
１ポイント以上増加

成果目標②

人

事業実施年度

令和８年度

令和８年度

令和10年度

…

備考

生産方式革新実施計画のとおり 生産方式革新実施計画のとおり

… …

事業内容

機械導入
（導入・リース導入する機械の能力、台数等）

栽培体系の転換

人

…

労働生産性労働生産性

25㎏／h

労働生産性

管内の産地スマート計画の１
（６）から転記してください。

管内のスマート技術高度利用計
画の１（４）から転記してくださ
い。

管内のスマート技術高度利用計画
の１（５）イから転記してください。

管内の産地スマート計画の１（７）
イから転記してください。



２　事業計画（実績）

（１）総括表

（注１）事業費は、産地スマート計画及びスマート技術高度利用計画の事業費の合計を記入すること。

（注２）推進事務費の内容及び内訳は、「３　推進事務費の内訳表」に記入し、備考欄に「内訳表のとおり。」と記入すること。

年度別内訳

総事業費 令和８（西暦2026）年度 ○○（西暦○○）年度 ○○（西暦○○）年度

（円） 総事業費 総事業費 総事業費

国費 都道府県費 市町村費 その他 （円） 国費 都道府県費 市町村費 その他 （円） 国費 都道府県費 市町村費 その他 （円） 国費 都道府県費 市町村費 その他

１　事業費

２　推進事務費

合計

○　添付書類

　・地方農政局長等が必要と認める書類

（２）内訳

別添のとおり。

（別添）

取組主体事業計画及びスマート技術高度利用計画

（３）事業の完了予定年月日 令和11（西暦2029）年　３　月　31　日

備考

1,008,010,000

1,000,000,000 500,000,000 500,000,000

8,010,000 8,010,000

総計

都道府県
平均達成

率
○%

総合
所見

事業費（円）
負担区分

備考

国費 都道府県費 市町村費 その他

１　事業費 1,000,000,000 500,000,000 500,000,000

年度

8,010,000 8,010,000２　推進事務費

508,010,000 500,000,000

区分・費目

内訳表のとおり。

合計 1,008,010,000

「推進事務費内訳表」の金額と合わせてくださ
い。
「１　事業費」の10％以内の額が上限です。
（この例では、1,000,000,000円の10％＝



３　推進事務費の内訳表

（目）国産農産物生産基盤強化対策地方公共団体事業費補助金 （都道府県名：　　　○○県　　　　　　　　　　　）

国費 都道府県費 市町村費 その他
500,000 500,000 ○○県職員人件費 2,500円×100時間×２名

7,500,000 7,500,000 臨時職員雇用 250,000円／月×６か月×５名

旅費 委員旅費

調査等旅費

謝金 委員等謝金

印刷製本費

情報通信費

資料購入費

消耗品費 5,000 5,000 コピー用紙等

借上費

雑役務費 手数料 5,000 5,000 地域協議会、取組主体への振込手数料 1,000円×５件

備品費

8,010,000 8,010,000合　　計

人件費

賃金等

委託費

役務費

負担区分
内　　　　　訳内　　　容事業費（円）区　　　分

記載している区分に該当する経
費のみが推進事務費として補助
対象です。


	02_都道府県計画（本体）
	03_都道府県計画（推進事務費の内訳）

